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研究成果の概要（和文）：日本全国の河川の約3000箇所の水質測定地点（環境基準点）を対象に、水質や土地利
用などの物理化学的特徴（岩崎ら 2022 水環境学会誌）に加えて、底生動物の平均スコアに基づく生物学的特徴
（Iwasaki et al. 2024  ESPR誌）を整備した。これらの論文に関連するデータや結果はGitHubサイトから入手
可能であり、水質測定地点において任意の化学物質の濃度を低減した際に得られる効果について推察可能な情報
を整備できた。

研究成果の概要（英文）：This study has compiled physicochemical characteristics such as water 
quality and land use (Iwasaki et al. 2022, Journal of Japan Society on Water Environment) as well as
 biological characteristics based on the average score per taxon (ASPT) of macroinvertebrates 
(Iwasaki et al. 2024, Environmental Science and Pollution Research) at approximately 3,000 water 
quality monitoring sites (environmental reference points) in rivers across Japan. Data and results 
related to these studies are available on the GitHub repositories. We have compiled information that
 enables the inference of the degree of recovery through the reduction of chemical concentrations at
 these water quality monitoring sites.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で整備した水質測定地点の物理化学的特徴及び平均スコア（河川環境の良好性の指標）に基づいて、例え
ば、任意の水質測定地点が森林の土地利用が集水域で卓越し水質が良好なグループに属しており底生動物の平均
スコアから「とても良好」と判定される場合、当該地点で任意の化学物質の顕著な影響が懸念される場合はそれ
を低減することによる水生生物の保全効果は大きいと期待される。一方で、田畑または都市の土地利用割合が集
水域で卓越し水質の悪化が懸念され、底生動物の平均スコアが低いグループの場合は、任意の化学物質の濃度低
減による水生生物保全効果は低いと推察できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
都市域を流れる河川などは、集水域内の土地利用の変化、河川環境の物理的改変、水質汚染な

ど、すでに複合的に人為的な影響を受けている。そのため、水生生物を効果的に保全するために
は、これら複合的な要因の影響を考慮したうえで、有効な対策を検討する必要がある。日本では、
河川などの公共用水域に設定された水質測定地点において水質監視が実施され、これらの地点
における水質目標値（環境基準の前段階の検討値）や水質環境基準の超過状況に基づき、水質目
標値の水質環境基準への格上げや水質環境基準の維持・達成を目的とした排水基準の強化・設定
の必要性が議論される。しかし、このような過程で、排水規制等による水生生物の保全効果は考
慮されない。しかし、すでに複合的に人為的な影響を受ける河川において、特定の化学物質だけ
に着目した排水管理を将来的に続けていくことは、果たしてどの程度の水生生物の保全効果を
もたらすのだろうか。 
 
２．研究の目的 
そこで、全国の河川の約 3000 箇所の水質調査地点を対象として、物理化学的及び生物学的特

徴から、任意の化学物質の濃度が低減された際に、各水質調査地点における水生生物の保全効果
（回復のポテンシャル）を定性・定量的に明らかすることを本研究の目的とした。そのために、
①流域面積や土地利用、水質などの物理化学的特徴を整理・推定し、それらの特徴から全国の水
質調査地点をグループ分けすること（例えば、汚濁の進んだ都市域の小河川など）、さらに、②
既往の河川底生動物調査結果を組み合わせることで、水質調査地点における水生生物相の生息
状況を推定できるモデルを構築することを具体的な目標とした。 
 
３．研究の方法 
河川の水質測定地点（環境基準点）2925 箇所を対象に、それらの位置情報に基づいて、標高、

集水域面積、集水域及び 3 km 周囲の土地土地利用割合（都市、田畑、草地、森林、裸地）を推
定した。さらに、pH の最小値、生物化学的酸素要求量（BOD）や浮遊物質量（SS）、全窒素（TN）、
全リン（TP）といった水質情報を整理した。次に、河川水辺の国勢調査による底生動物調査結果
が利用可能な水質測定地点 239 箇所を対象として、底生動物の平均スコア（“河川環境の良好性”
の指標）を、整備した物理化学的特徴から予測する重回帰線形モデルを構築した。さらに、構築
した重回帰モデルを用いて、全国の水質測定地点の平均スコアを予測し、別途収集・調査した水
質測定地点 103 箇所における底生動物調査結果に基づいて、予測結果の検証を行った。 
 
４．研究成果 
全国の河川の水質測定地点（環境基準点）を対象に、標高、集水域面積、集水域及び 3 km 周

囲の土地利用割合、BOD 等の水質項目を整備し、それらの結果を用いて階層的クラスター分析に
より、①森林が集水域で卓越し水質が良好な地点群、③田畑あるいは④都市の土地利用が集水域
で卓越し水質の悪化が懸念される地点群、②これらの中間的な特徴の地点群、の 4つに水質測定
地点を分類した（岩崎ら 2022 水環境学会誌）。 
底生動物の平均スコアの予測については、モデル構築（または検証）データに対して、76%（57%）

の調査地点の平均スコアを誤差±0.5、96%（84%）の調査地点を誤差±1 で推定できる重回帰モ
デルが構築できた（Iwasaki et al. 2024 Environmental Science and Pollution Research）。
予測される平均スコアと実際の調査結果から観測される平均スコアに顕著な差異が見られる場
合（特に、実際の平均スコアが予測された平均スコアよりも顕著に低い場合）について精査を行
った結果、当該重回帰モデルで考慮できていない河川環境の物理的な改変などが影響要因とし
て挙げられた。今後は地点ごとの評価を重ね、本モデルの有用性や限界を詳細に評価することが
重要と考えられる。 
また、構築した重回帰モデルから予測された平均スコアに基づき、環境基準点の 29%が「とて

も良好」、50％が「良好」、14％が「やや良好」、8%が「良好とはいえない」と推定された（図 1）。
加えて補足的に、モデル構築に用いた 239 地点の調査データに基づき、底生動物調査において一
般的によく用いられる底生動物指標（総種数、総個体数、カゲロウ目、カワゲラ目、トビケラ目
の種数及び個体数）と底生動物の平均スコアがどのような関係にあるかについて調査した。その
結果、カゲロウ目やカワゲラ目の種数など、多くの指標と高い相関関係にあり（例えば、カゲロ
ウ目及びカワゲラ目種数との相関係数はそれぞれ r = 0.66、0.70）、主に簡易的な水質指標とし
て認識されている平均スコアの変化が、水質だけでなくこれらの底生動物指標の変化とも相関
することを実際のデータに基づき示すことができた。 
これらの成果に関連するデータや結果は GitHub サイトから入手可能であり、水質測定地点に

おいて任意の化学物質の濃度を低減した際に得られる効果について推察可能な情報を整備でき
た。例えば、本研究で整備した水質測定地点の物理化学的特徴及び平均スコア（河川環境の良好
性の指標）に基づいて、任意の水質測定地点が森林の土地利用が集水域で卓越し水質が良好なグ
ループに属しており底生動物の平均スコアから「とても良好」と判定される場合、当該地点で任



意の化学物質の顕著な影響が懸念される場合はそれを低減することによる水生生物の保全効果
は大きいと期待される。一方で、田畑または都市の土地利用割合が集水域で卓越し水質の悪化が
懸念され、底生動物の平均スコアが低いグループの場合は、任意の化学物質の濃度低減による水
生生物保全効果は低いと推察できる。本研究で整備した水質測定地点における物理化学的特徴
及び平均スコアに基づく生物学的特徴が、今後水質環境基準や排水基準等の設定時に活用され
ることを期待したい。 
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